
令和 6 年 3 月

令和 6 年度 令和 15 年度

１．事業概要

（１）

① 施　設

② 使　用　料

2,854 円 3,277 円

2,854 円 3,245 円

2,854 円 3,343 円

令和3年度 令和3年度

令和4年度 令和4年度

業 務 用 使 用 料 体 系 の
概 要 ・ 考 え 方

同上

その他の使用料体系の
概 要 ・ 考 え 方

該当なし

条 例 上 の 使 用 料 *2
（ ２ ０ ㎥ あ た り ）
※ 過 去 ３ 年 度 分 を 記 載

令和2年度
実 質 的 な 使 用 料 *3
（ ２ ０ ㎥ あ た り ）
※ 過 去 ３ 年 度 分 を 記 載

令和2年度

処 理 場 数 　２箇所（中甑・中野浄化センター、長浜浄化センター）

広域化・共同化・最適化
実施状況

該当なし

一般家庭用使用料体系の
概 要 ・ 考 え 方

　総務省が基準としている一般家庭の使用料水準（使用量20㎥当たり3,000円）に基づき、
以下の使用料体系としている。

一部適用

処 理 区 域 内 人 口 密 度 15.96人/ha
流 域 下 水 道 等 へ の
接 続 の 有 無

無

処 理 区 数 　２処理区（上甑処理区、長浜処理区）

策 定 日 ：

計 画 期 間 ： ～

事業の現況

供 用 開 始 年 度
（ 供 用 開 始 後 年 数 ）

平成13年度
(22年)

法適（全部適用・一部適用）
非 適 の 区 分

別添２－1

薩摩川内市下水道事業経営戦略

団 体 名 ： 薩摩川内市

事 業 名 ： 特定環境保全公共下水道事業
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③ 組　織

（２）民 間 活 力 の 活 用 等

資 産 活 用 の 状 況

 ア　エネルギー利用
（下水熱・下水汚泥・発電等）

　浄化センターで発生する脱水汚泥は、川内汚泥再生処理
センターへ搬出し、土壌改良剤として再利用している。

 イ　土地・施設等利用
（未利用土地・施設の活用等）

【中甑・中野浄化センター】
　敷地内にし尿投入施設を設置し、上甑島、中甑島内のし
尿及び浄化槽汚泥を受け入れ、希釈後処理を行うこと下水
道使用料を徴収している。
【長浜浄化センター】
　下甑島内のし尿等の受け入れを想定し、中甑・中野浄化
センターと同様の処理方式を採用している。今後のし尿等
の処理状況により受け入れを検討する。

事 業 運 営 組 織

民 間 活 用 の 状 況

 ア　民間委託
　（包括的民間委託を含む）

　使用料の請求等の窓口等関連業務を民間事業者に委託し
ている。
　浄化センターや雨水ポンプ場等の維持管理業務を民間事
業者に委託している。　このうち中甑・中野浄化センター
については、包括的民間委託を行っている。

 イ　指定管理者制度 該当なし

 ウ　ＰＰＰ・ＰＦＩ 該当なし

職 員 数 29人（局長、経営管理課11人、下水道室10人、甑島振興局４人、下甑支所３人）

水道局
企画業務グループ

下水道グループ

経営管理課

下水道室

産業建設グループ地域振興課甑島振興局

市長

経理グループ

産業建設グループ地域振興課下甑支所
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（３）経営比較分析表を活用した現状分析

１．経営の健全性・効率性
　　①経常収支比率は、100%を上回っているものの、使用料収入が少ないため、財源不足を一般会計からの繰入金に
　　　より財政支援を受け、経常利益を確保している状況である。
　　②経費回収率は、使用料収入で維持管理費を賄うことができていないため100%を下回っている。

　　③汚水処理原価は、令和2年度から令和3年度にかけて増加しています。また、全国平均や類似団体平均を上回
　　　っているため、維持管理費の削減や接続促進による有収水量の増加を図る必要があります。
　　④水洗化率は、離島であり住宅が集中している地区であることから、全国平均や類似団体平均を上回っています。

２．老朽化の状況
　　①有形固定資産減価償却率は全国平均や類似団体平均を下回っているため、他自治体に比べ、法定耐用年数
　　　に近い施設が少ない状況であるが、一部の施設には耐用年数を超えているものもある。
　　②管渠老朽化率は、法定耐用年数を経過した管渠はないため0%である。

経常収支比率：使用料収入や一般会計からの繰入金等の収益で、維持管理費や支払利息等の費用をどの程度賄えている
　　　　　　　かを表す指標で、100％を超えている必要がある。
経費回収率：汚水処理に係る費用が下水道使用料の収益でどの程度賄えているかを表す指標。
汚水処理原価：有収水量１㎥あたりにどれだけの費用が掛かっているかを表す指標。
水洗化率：区域内人口のうち実際に水洗便所を設置して汚水処理をしている人口の割合を表す指標。
有形固定資産減価償却率：有形固定資産のうち償却対象資産の減価償却がどの程度進んでいるかを表す指標。耐用年数
　　　　　に対して取得からどの程度経過しているかを把握することが可能。100％に近いほど耐用年数に近づいてい
　　　　　ることを意味する。
管渠老朽化率：管渠の経年化・老朽化の度合いを示す指標。

グラフ凡例

■ 薩摩川内市（当該値） ― 類似団体平均値（平均値） 【平均値】 令和３年度全国平

③汚水処理原価（円） ④水洗化率（接続率）（％）

①経常収支比率（％） ②経費回収率（％）
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２．将来の事業環境

（１）

（２）

（３）使用料収入の見通し

　使用料収入は、下水道接続件数に基本料金及び水量区分別の従量料金の実績を考慮して推計した。
　下水道接続件数は、処理区域内人口に鹿児島県の平均世帯人員数（社人研公表）を考慮して推計した。
　使用料収入は、長浜処理区の供用開始に伴い令和８年度まで増加し、その後減少する。

処理区域内人口の予測

　平成25年度から令和４年度までの人口変動実績および国立社会保障・人口問題研究所（以下「社人研」）による将来推
計人口に基づく将来人口減少率を考慮し、処理区別に将来人口を推計した。
　推計に当たっては、長浜処理区が令和５年度に一部供用開始したことを考慮し、対象人口の増加を見込んだ。
　処理区域内人口は長浜処理区の供用開始時に増加するが、その後は減少傾向である。

有収水量の予測

　有収水量は、接続人口に特定環境保全公共下水道事業における１人あたりの有収水量実績（令和4年度）を考慮して推
計した。
　推計に当たっては、長浜処理区が令和５年度に一部供用開始したことを考慮し、接続人口の増加を見込んだ。
　有収水量は、長浜処理区の供用開始に伴い令和8年度まで増加し、その後減少する。

長浜処理区

全面供用開始

長浜処理区

全面供用開始

長浜処理区

全面供用開始
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（４）

（５）組織の見通し

　今後は職員数の削減が予想されることから、適正な人員配置を確保するとともに、下水道の施設整備や公営企業会計の
運営に必要な専門知識の習得及び技術の継承に努め、職員の育成を行い、効率的な組織運営に努める。

施設の見通し

【中甑・中野処理区】
　中甑・中野浄化センターについては、平成26年度に長寿命化計画を策定し、平成29年度から令和元年度の期間で監視制
御施設、受変電施設等の更新を行った。
　また、令和３年度にストックマネジメント計画を策定し、令和４年度からマンホールポンプの監視制御設備、汚水ポン
プ等を更新した。
　今後も、ストックマネジメント計画に基づき、良好な機能維持のため、施設の管理に努める。
【長浜処理区】
　令和５年10月に長浜浄化センターが完成し、一部供用開始した。管渠の整備は令和6年度末に完了し令和７年度から全
面供用開始する計画である。
　今後も、良好な機能維持のため、施設の管理に努める。

- 5 -



３．経営の基本方針

４．投資・財政計画（収支計画）

（１）投資・財政計画（収支計画） ： 別　紙　の　と　お　り

① 収支計画のうち投資についての説明

②　収支計画のうち財源についての説明

１　下水道使用料
　長浜処理区の接続推進を強化し、接続率を向上することで下水道使用料収入の減収の抑制を図る。

２　一般会計繰入金
　他会計補助金は、企業債償還利息及び減価償却費に要する経費を基準内繰入金として、収入不足の財政支援分を基準外
繰入金として計上した。
　他会計出資金は、企業債償還元金及び大型投資事業に要する経費を基準外繰入金として計上した。
　基準外繰入となる財政支援分については、維持管理費等の削減に努め繰入額の抑制を図る。

３　国庫補助金
　建設改良費のうち、国庫補助対象事業に対する国庫補助金を補助率（処理場：55％、管渠：50％）で見込んだ。

４　企業債
　建設改良費のうち、国庫補助対象事業の財源及び単独事業の財源として見込んだ（充当率：100％）。

５　分担金
　供用開始済区域及び長浜処理区の新規供用開始区域の接続による増加を見込み計上した。

目 標
　計画的な施設の整備及びストックマネジメント計画に基づく改築更新費用の平準化を図
る。

１　中甑・中野処理区の施設更新
　ストックマネジメント計画に基づき、中甑・中野浄化センター等の設備の改築・更新を令和14年度以降に実施する。

２　長浜処理区の施設更新
　長浜処理区は令和７年度に全面供用開始する予定であり、長浜浄化センター等の施設の良好な状態を維持できるよう
に、適切な維持管理に努める。

目 標

１　長浜処理区の接続推進を強化し、下水道使用料収入の減収の抑制を図る。
２　他会計補助金及び他会計出資金は適切な繰り入れを行うとともに、維持管理
　　費等の削減を図り、基準外繰入の抑制に努める。
３　建設改良費の財源は、国庫補助金及び企業債を最大限活用する。

　公共用水域の水質保全と更なる生活環境の向上を図るため、今後も生活排水の適正な処理を推進していく必要がある。
そこで、特定環境保全公共下水道事業の現状分析及び事業将来の環境を踏まえ、以下の２つの基本方針を設定する。

方針１　施設の適正な管理
（１）　老朽化施設の改築更新
　　下水道施設の持続的な機能確保と生涯費用の低減を図るため、ストックマネジメント計画に基づき、計画的な
　施設の改築更新を行う。
（２）　維持管理の効率化
　　施設の適正な維持管理に努めるとともに、包括的民間委託の拡大、業務委託の内容や発注方式について検討し、
　維持管理の効率化に努める。

方針２　下水道事業の経営の健全化
（１）　下水道への接続推進
　　下水道の役割や必要性の理解を深めるための啓発活動や接続補助金等の支援策の広報を強化することにより、
　接続率の向上を図り、さらなる収益の確保に努める。
（２）　維持管理費等の経費削減
　　予防保全や低コスト手法の導入により、維持管理費や建設改良費の縮減に努め、財源を確保することにより
　経営の健全化を図る。

（２）投資・財政計画（収支計画）の策定に当たっての説明
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③　収支計画のうち投資以外の経費についての説明

（３）投資・財政計画（収支計画）に未反映の取組や今後検討予定の取組の概要

①　今後の投資についての考え方・検討状況

その他の取組 　社会資本整備総合交付金等の国の補助事業を有効に活用する。

広域化・共同化・最適化に関する事項
　「鹿児島県広域化・共同化計画」に基づいて、維持管理業務の共同化、
事務の共同化、人材育成・広報活動の共同化、災害対応の共同化について
検討する。

投資の平準化に関する事項
　浄化センターの改築は、ストックマネジメント計画に基づき、平準化を
図る。

民間活力の活用に関する事項
（PPP/PFIなど）

　長浜浄化センターの包括的民間委託の導入を検討する。

【民間活力の活用】
（１）　窓口等関連業務委託
　　業務の効率化を図るため、下水道使用料の請求等の業務を民間事業者に委託している。

（２）中甑・中野浄化センター等包括的維持管理業務委託
　　民間の創意工夫による業務の効率化や複数年契約により維持管理費の低減を図るため、浄化センターの維持管
　理業務に電力料、薬品費、修繕料等を含む包括的民間委託を導入した。
　
【動力費】
　　過年度の実績に物価上昇率を考慮して計上した。

【修繕費】
　　過年度の実績に物価上昇率を考慮して計上した。

【その他】
　　その他は、管渠、処理場の維持管理費及び総係費の直近の実績に、物価上昇率や有収水量の変動率を考慮して
　計上した。

【減価償却費】
　　減価償却費は、既存施設の減価償却費に加え、新規施設等を対象に定額法による償却計算の上、計上した。
　　新規分の償却期間は、構築物（管渠等）は50年、機械装置（設備等）20年とした。

【支払利息】
　　支払利息は、既存施設に係る企業債償還利息に加え、新規施設等に係る企業債償還利息を計上した。
　　新規分の利率は、構築物（管渠等）は元利均等、償還期間30年で2.1％、機械装置（設備等）は元利均等、
　償還期間20年度1.8％とした。辺地債の利率は、元利均等、償還期間10年で１．３％とした。

【物価変動】
　物価変動は過年度実績をベースに毎年１％の上昇を見込んでいる。
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②　今後の財源についての考え方・検討状況

③　投資以外の経費についての考え方・検討状況

５．経営戦略の事後検証、改定等に関する事項

委託費に関する事項
　中甑・中野浄化センター等の維持管理業務に包括的民間委託を導入する
ことで、民間事業者のノウハウや創意工夫を活用し経費削減を図る。

その他の取組 該当なし

経 営 戦 略 の 事 後 検 証 、
改 定 等 に 関 す る 事 項

　毎年度の決算と投資・財政計画の乖離や取組内容の進捗状況等を検証し、翌年度
の経営に反映する。
　評価・検証・改善はＰＤＣＡサイクルに基づき、実施する。
　投資・財政計画の進捗管理を行い、５年後を目途に経営戦略の見直しを行う。

動力費に関する事項
　中甑・中野浄化センター等の維持管理業務に包括的民間委託を導入する
ことで、民間事業者のノウハウや創意工夫を活用し経費削減を図る。

薬品費に関する事項
　中甑・中野浄化センター等の維持管理業務に包括的民間委託を導入する
ことで、民間事業者のノウハウや創意工夫を活用し経費削減を図る。

修繕費に関する事項
　ストックマネジメント計画に基づく補助制度を活用した計画的な更新を
行うとともに、定期的な点検を実施し、異常を早期発見に努め、一般財源
による修繕費を抑制する。

その他の取組 該当なし

民間活力の活用に関する事項
（包括的民間委託等の民間委託、指定管理

者制度、PPP/PFIなど）

　中甑・中野浄化センターの維持管理業務に、引き続き包括的民間委託を
導入する。
　長浜浄化センターの維持管理業務に包括的民間委託の導入を検討する。

職員給与費に関する事項 該当なし

使用料の見直しに関する事項
　本市の下水道使用料は、各セグメントで統一した料金体系としているた
め、使用料の見直しは、公共下水道事業の管渠等の整備が完了し、事業運
営に係る必要経費の見通しが立った時点で検討する。

資産活用による収入増加
の取組について

　特定環境保全公共下水道事業が保有する資産の有効活用を今後も検討す
る。
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額
を

経
過

年
数

分
減

じ
て

評
価

し
直
し

た
う

え
で

減
価

償
却

を
し

た
こ

と
が

要
因

で
あ

る
。

 
②

管
渠

老
朽

化
率

は
、

法
定
耐

用
年

数
を

経
過

し
た

管
渠

は
な

い
た

め
、

該
当

な
し

。
 
今

後
、

ス
ト

ッ
ク

マ
ネ

ジ
メ
ン

ト
計

画
に

基
づ

き
、

定
期

的
な

点
検

を
実

施
し

腐
食

の
発

生
し

た
管

渠
は

、
管

路
補

修
の
対

応
を

し
て

い
く

必
要

が
あ

る
。

2
.
 
老

朽
化

の
状

況

全
体

総
括

 
平

成
1
2
年

度
に

供
用

開
始
し

て
い

る
た

め
、

ス
ト

ッ
ク

マ
ネ
ジ

メ
ン

ト
計

画
に

基
づ

き
、

施
設

の
更

新
等

を
計

画
的

に
実
施

し
て

い
く

必
要

が
あ

る
。

 
公

営
企

業
会

計
に

移
行

し
、
経

営
状

況
に

つ
い

て
よ

り
明

確
に

把
握

出
来

る
よ

う
に

な
っ

た
こ

と
か

ら
、

使
用

料
の

収
納
率

向
上

及
び

経
費

削
減

に
取

り
組

み
、

一
般

会
計

か
ら

の
財
政

支
援

の
抑

制
に

努
め

る
と

と
も

に
、

ス
ト

ッ
ク

マ
ネ

ジ
メ
ン

ト
計

画
に

基
づ

き
施

設
・

設
備

及
び

管
渠

の
計

画
的

な
更
新

及
び

整
備

を
行

い
、

計
画

的
な

事
業

運
営

と
安

定
経

営
に
取

り
組

ん
で

い
く

。

※
　

「
経
常

収
支

比
率

」
、

「
累
積

欠
損
金

比
率

」
、
「

流
動

比
率

」
、

「
有
形

固
定
資

産
減

価
償
却

率
」

及
び

「
管

渠
老

朽
化

率
」

に
つ
い

て
は

、
法
非
適

用
企
業
で

は
算
出

で
き

な
い

た
め

、
法

適
用

企
業

の
み

の
類
似

団
体

平
均
値

及
び
全

国
平

均
を

算
出

し
て

い
ま

す
。

4
1
5

0
.
2
6

1
,
5
9
6
.
1
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【
】

令
和

3
年

度
全

国
平

均

処
理

区
域

面
積

(
k
m
2
)

処
理

区
域

内
人

口
密

度
(
人

/
k
m
2
)

－

2
.
 
老

朽
化

の
状

況
に

つ
い

て

類
似

団
体

平
均

値
（

平
均

値
）

分
析

欄

1
.
 
経

営
の

健
全

性
・

効
率

性
1
.
 
経

営
の

健
全

性
・

効
率

性
に

つ
い

て

 
①

経
常

収
支

比
率

は
、

前
年
度

よ
り

1
0
.
9
2
ポ

イ
ン

ト
減

と
な
っ

た
。

全
国

平
均

や
類

似
団

体
平

均
を

上
回

っ
て

い
る

が
、

使
用

料
収

入
が

少
な

い
た

め
一

般
会

計
か

ら
の

補
助

金
に
依

存
し

、
経

常
利

益
を

確
保

し
て

い
る

。
 
②

累
積

欠
損

金
は

な
い

。
 
③

流
動

比
率

は
、

1
0
0
%
を

上
回

っ
て

い
る

が
、

前
年

度
よ

り
6
3
.
4
5
ポ

イ
ン

ト
増

と
な

っ
た

。
全

国
平

均
や

類
似

団
体

平
均

も
上

回
っ

て
い

る
。

 
④

企
業

債
残

高
対

事
業

規
模
比

率
は

、
平

成
1
3
年

度
よ

り
供
用

開
始

を
し

た
が

一
般

会
計

か
ら

繰
入

金
を

入
れ

る
こ

と
に
よ

り
、

全
国

平
均

や
類

似
団

体
平

均
と

比
較

し
て

大
き

く
下
回

っ
て

い
る

。
 
⑤

経
費

回
収

率
は

、
前

年
度
よ

り
8
.
2
7
ポ

イ
ン
ト

減
と

な
っ

た
。

全
国

平
均

や
類

似
団

体
平

均
よ

り
下

回
っ

て
い

る
。

使
用

料
収

入
で

汚
水

処
理

費
を

賄
え

て
お

ら
ず

一
般

会
計
補

助
金

に
依

存
し

て
い

る
状

況
で

あ
る

。
 
⑥

汚
水

処
理

原
価

は
、

前
年
度

よ
り

5
8
.
3
5
円

増
と

な
っ

た
。

全
国

平
均

や
類

似
団

体
平

均
を

上
回

っ
て

い
る

。
引

き
続
き

維
持

管
理

費
の

節
減

を
図

っ
て

い
き

た
い

。
 
⑦

施
設

利
用

率
は

、
前

年
度
と

同
じ

3
7
.
6
7
%
で
あ

っ
た

。
全
国

平
均

や
類

似
団

体
平

均
よ

り
約

５
ポ

イ
ン

ト
下

回
り

、
利
用

率
が

低
い

状
況

で
あ

る
。

 
⑧

水
洗

化
率

は
、

前
年

度
よ
り

0
.
6
2
ポ

イ
ン
ト

増
と

な
っ

た
。

離
島

で
あ

り
住

宅
が

集
中

し
て

い
る

地
区

で
あ

る
こ

と
か
ら

、
全

国
平

均
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類
似

団
体

平
均

と
比

較
し

て
約
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ポ

イ
ン
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上
回
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い
る

。
今
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も

更
な
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接
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め
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水
洗

化
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上
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る
。

資
金

不
足

比
率

(
％

)

-
5
3
.
6
2

0
.
4
5

9
0
.
4
6

3
,
1
3
0

自
己

資
本

構
成

比
率

(
％

)
普

及
率

(
％

)
有

収
率

(
％

)
1
か

月
2
0
ｍ

3
当

た
り

家
庭

料
金

(
円

)

9
3
,
1
7
6

処
理

区
域

内
人

口
(
人

)

6
8
2
.
9
2

1
3
6
.
4
4

■
当

該
団

体
値

（
当

該
値

）
法

適
用

下
水

道
事

業
特

定
環
境

保
全

公
共

下
水

道
D
2

非
設

置

経
営

比
較

分
析

表
（

令
和

3
年

度
決
算

）
鹿

児
島

県
　

薩
摩

川
内

市

業
務

名
業

種
名

事
業

名
類

似
団

体
区

分
管

理
者

の
情

報
人

口
（

人
）

面
積

(
k
m
2
)

人
口

密
度

(
人

/
k
m
2
)

グ
ラ

フ
凡

例

0.
00

2
0.
0
0

4
0.
0
0

6
0.
0
0

8
0.
0
0

10
0.

0
0

12
0.

0
0

H2
9

H
30

R0
1

R0
2

R0
3

当
該

値
-

-
-

10
0.

0
0

0.
00

平
均

値
-

-
-

0.
39

0.
10

0.
00

20
.0

0

40
.0

0

60
.0

0

80
.0

0

1
00

.
00

1
20

.
00

1
40

.
00

H2
9

H3
0

R0
1

R0
2

R0
3

当
該

値
-

-
-

12
3.

4
3

11
2.

5
1

平
均

値
-

-
-

10
5.

7
8

10
6.

0
9

0.
00

5.
00

1
0.

0
0

1
5.

0
0

2
0.

0
0

2
5.

0
0

H2
9

H
30

R0
1

R0
2

R0
3

当
該

値
-

-
-

4.
28

8.
32

平
均

値
-

-
-

21
.
36

22
.7

9

0.
00

0.
01

0.
02

H2
9

H
30

R0
1

R0
2

R0
3

当
該

値
-

-
-

0.
00

0.
00

平
均

値
-

-
-

0.
01

0.
01

①
経
常

収
支

比
率

(
％

)

0.
00

10
.
00

20
.
00

30
.
00

40
.
00

50
.
00

60
.
00

70
.
00

80
.
00

H2
9

H3
0

R
01

R0
2

R0
3

当
該

値
-

-
-

0.
0
0

0
.0

0

平
均

値
-

-
-

63
.9

6
69

.4
2

0.
00

20
.0

0

40
.0

0

60
.0

0

80
.0

0

1
00

.
00

1
20

.
00

1
40

.
00

1
60

.
00

1
80

.
00

2
00

.
00

H2
9

H3
0

R0
1

R0
2

R0
3

当
該

値
-

-
-

17
4.

8
2

11
1.

3
7

平
均

値
-

-
-

44
.2

4
4
3.

0
7

0.
00

20
0.

0
0

40
0.

0
0

60
0.

0
0

80
0.

0
0

1
,0

0
0.
0
0

1
,2

0
0.
0
0

1
,4

0
0.
0
0

H2
9

H3
0

R0
1

R
02

R0
3

当
該

値
-

-
-

0.
00

0
.0

0

平
均

値
-

-
-

1,
25

8
.4
3

1,
16

3
.7

5

0.
00

10
.
00

20
.
00

30
.
00

40
.
00

50
.
00

60
.
00

70
.
00

80
.
00

H2
9

H3
0

R
01

R0
2

R0
3

当
該

値
-

-
-

51
.0

5
42

.7
8

平
均

値
-

-
-

73
.3

6
72

.6
0

0.
00

50
.0

0

1
00

.
00

1
50

.
00

2
00

.
00

2
50

.
00

3
00

.
00

3
50

.
00

4
00

.
00

H2
9

H3
0

R0
1

R0
2

R0
3

当
該

値
-

-
-

32
1.

0
2

37
9.

3
7

平
均

値
-

-
-

22
4.

8
8

22
8.

6
4

0.
00

5.
00

10
.
00

15
.
00

20
.
00

25
.
00

30
.
00

35
.
00

40
.
00

45
.
00

H2
9

H3
0

R
01

R0
2

R0
3

当
該

値
-

-
-

37
.6
7

37
.6

7

平
均

値
-

-
-

42
.4
0

42
.2

8

0.
00

10
.0

0

20
.0

0

30
.0

0

40
.0

0

50
.0

0

60
.0

0

70
.0

0

80
.0

0

90
.0

0

1
00

.
00

H2
9

H3
0

R0
1

R0
2

R0
3

当
該

値
-

-
-

93
.3

6
9
3.

9
8

平
均

値
-

-
-

84
.1

9
8
4.

3
4

②
累

積
欠

損
金
比

率
(
％
)

③
流
動

比
率
(
％

)
④

企
業

債
残
高

対
事

業
規

模
比

率
(
％
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収
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⑦
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供用開始年月日 平 成 13 年 3 月 31 日

処理区域内人口 407人（令和4年度）

事業名：特定環境保全公共下水道事業 計算期間 自令 和6 年4月 至 令和11年3 月

（5年間）

　最近１箇年
　間の実績

投資・財政計画
計上額（Ａ）

公費負担分
（Ｂ）

使用料対象収支
（Ａ）－（Ｂ）

千円 千円 千円 千円

11,210 13,293 13,293

0

75 262 262

11,285 13,555 0 13,555

　最近１箇年
　間の実績

投資・財政計画
計上額（Ａ）

公費負担分
（Ｂ）

使用料対象収支
（Ａ）－（Ｂ）

千円 千円 千円 千円

0

諸 手 当 0

福 利 費 0

0

0

208 551 551

0

0

208 551 0 551

給 料 0

諸 手 当 0

福 利 費 0

0

0

0

0

0

0

0 0 0 0

給 料 0

諸 手 当 0

福 利 費 0

0

0

0

0

22,620 39,745 39,745

0

22,620 39,745 0 39,745

給 料 0

諸 手 当 0

福 利 費 0

0

648 0

155 700 700

803 700 0 700

3,804 7,891 7,891 0

31,744 112,049 112,049 0

0

35,548 119,940 119,940 0

59,179 160,936 119,940 40,996

0

40,996

(X)／(（Y）＋（Z）)＊１００＝ 0.32

＜使用料水準についての説明＞

合 計 (Y)

資 産 維 持 費 （ Z ）

使 用 料 対 象 経 費 （ Y ） ＋ （ Z ）

　現在の使用料水準では維持管理費を賄えていないため、使用料の改定を検討する。なお、使用料は他のセグメントと統一した料金体系とするため、改定は他のセグメントと調整の上、実施す
る。

１　投資・財政計画計上額（Ａ）欄は、直近の料金算定期間内における平均値を記載すること。
２　起債償還額が減価償却額を超えるときは、当分の間、その差額を一般管理費のその他の欄に記載して差し支えないこと。
３　資産維持費は、将来の更新需要が新設当時と比較し、施工環境の悪化、高機能化（耐震化等）等により増大することが見込まれる場合に、使用者負担の期間的公平等を確保する観点から、
実体資本を維持し、サービスを継続していくために必要な費用（増大分に係るもの）を、適正かつ効率的、効果的な中長期の改築（更新）計画に基づいて算定し、計上するもの。そのため、資産維
持費（Ｚ）欄は、「下水道使用料算定の基本的考え方（2016年度版）」（公益社団法人日本下水道協会）を参考に、所有している資産の規模、経営環境等の実情に応じ、料金算定に適切に反映す
べき費用を記載すること。

小 計

小 計

一

 

般

 

管

 
理

 

費

人
件
費

流 域 下 水 道 管 理 運 営 費 負 担 金

委 託 料

そ の 他

小 計

資
本
費

支 払 利 息

減 価 償 却 費

企 業 債 取 扱 諸 費

小 計

処
理
場
費

人
件
費

動 力 費

修 繕 費

材 料 費

薬 品 費

委 託 料

そ の 他

小 計

ポ
ン
プ
場
費

人
件
費

動 力 費

修 繕 費

材 料 費

薬 品 費

委 託 料

そ の 他

管
渠
費

人
件
費

給 料

修 繕 費

材 料 費

路 面 復 旧 費

委 託 料

そ の 他

受 託 工 事 収 益

そ の 他

合 計

支　　出　　の　　部

項 目
金　　　　　　　　額

使 用 料 (X)

原価計算表

収　入　の　部

項 目
金　　　　　　　　額
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